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2020基本要求支部代交渉
知事特命事項業務を行う職場の労働実態の早急な検証・改善を！
未だに無くならない過重労働の原因がどこにあるのか、「忖度」せずに検証し、必要な人員の配置を！
自治労県職労は1月8日、2020年度基本要求の支部代交渉を行いました。
1月下旬に最終交渉を行いますが、過重労働問題など山積する課題について、私たちの要求が一歩でも前進するよう、自治労県職労は取組みを強化していきます。
当日は交渉に先立ち、重点課題の一つである過重労働について米倉委員長から発言がありました。
長時間労働の解消には人員増は不可欠だ
・3年前に発生した過労自殺の原因のひとつに、知事特命事項に係る過重労働をご遺族は主張されているが、「働き方改革推進会議」に報告された労働実態などを見ても、現在も多くの職場で同様の事態が発生していると考えられる。
知事特命事項自体を否定するつもりはないが、こうした業務を行っている職場については労働実態を検証したうえで、長時間労働が確認された場合はしっかりと人員増を行うべきである。
・とりわけ健康医療局においては、年度途中にもかかわらず知事の強い指示により立ち上げた新規事業に所管課が対応できず、局内の他所属からも応援要員を出したプロジェクトチームが作られた。本来は必要な人員や予算を確保するべきであり、こうしたことが過重労働を引き起こす要因であることを認識すべきである。
・「働き方改革推進本部」の会議で副知事が「正規職員の人員増は難しい」旨の発言をしているが、そもそも神奈川県の職員の人口比率は都道府県では全国一少ない状況であり、これまでの異常な人員削減が過重労働の元凶となっている。少なくとも慢性的な超勤職場には、その超勤時間に応じて人員を増やすべきだ。

・多くの職員は「いい仕事をしたい」と考えている。そうした職員が過重労働に陥ることがないよう条件を整えるのが労使の責務だ。
職場・支部代表者からの切実な現場の声
・時間外労働の上限規制が導入されたにもかかわらず、依然として過重労働問題は解消されていないというのが実感だ。必要な業務には必要な人員を確保すべきであり、そもそも人を増やせないという前提がおかしい。
・会計年度任用職員制度がこの4月からスタートするが、法改正の求める同一労働同一賃金の趣旨を踏まえ、正規職員との不合理な待遇差が解消されるよう最大限の配慮を求める。

・県民対応職場の窓口時間は各所属で決められるとのことだが、現実にはサービス低下の指摘を恐れ、今でも勤務時間外まで及んでいるのが実情だ。県全体でルール化すべきだ。
・メンタル不全を抱える職員は依然として多い。過労自殺した職員についても、結果的に命が救えなかったのは安全配慮義務違反と言わざるを得ず、再発防止のためにも必要な対策を講じるべき。
・労働センターの相談業務は専門的知識を必要とするが、全職員の約2割を再任用職員が占めており、今後人材不足となることは明らか。専門職的な事務職員の育成について早急に検討するべき。
・障害者雇用の促進に当たっては、ジョブコーチなど知識と経験を有する職員を整備するとともに、相談窓口の設置が不可欠である。

・モバイルパソコンは画面が小さく仕事に支障がある。テンキーなど私物で対応する職員も多くおり、所属や業務に応じた機器を配備するべきだ。
2020年度基本要求支部代交渉
	課題
	自治労県職労の要求
	当局回答

	過重労働の撲滅
	・知事特命事項に係る業務実態を検証し、過重労働が認められる場合は、人員増、業務の見直し・廃止を行うとともに、今後は当初から必要な人員を配置すること。
・年度途中で業務が新設された健康医療局の該当所属に人員増を行うとともに、今後、年度途中での業務の新設を行わないこと。
	・知事特命事項に限らず、朝夕ミーティングで仕事の平準化を図っている。
・健康医療局の問題は、「知事の強い指示」というのは説明不足で、年度内に行わなければならない仕事が山積し、当該所属だけでは対応できず、人を配置する余裕がないため、局として応援体制を組んで業務の平準化を行った。

	人員増
	常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。最低限、各所属の総時間外勤務時間に相当する人員を増やすこと。
	・働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務の多いところは人員を配置する。

	労働安全衛生
	職員健康管理Ｃの産業医を専任化し、産業医を責任者とするチームを設け、総合的なメンタルヘルス不全対策の確立を。
	常勤の精神科の産業医の採用が難しい。非常勤で対応している。早期の選任化は難しい。

	人材育成
	専門的な知識や経験が必要とされる専門職的な事務職員の人材育成方針を検討すること。
	2020年度に向けてキャリア選択の枠組みを見直し、職員の専門性をより重視したものとする。

	行政改革
	・ＲＰＡの導入予定職場から、「省力化にはならない」との声がある。導入を理由に人員削減を行わないこと。
・津久井やまゆり園の指定管理について、指定管理者に問題があるのか、指定管理制度に問題があるのか検証すべきだ。
・指定管理の契約額が下げられ続け、サービスの質・量ともに担保できない状況だ。あり方について抜本的に見直すべきだ。
・さがみ緑風園の指定管理導入について、非正規も含めて現在働いている職員の処遇を明らかにすべき。
	・ＲＰＡ導入で人員削減は考えていない。
・指定管理制度は、県民サービスの向上と経費節減が目的。平成28年度に運用指針を見直した。指定管理者のモニタリングも強化し、外部評価委員からも助言を受けている。今後も必要な見直しを行っていく。
・さがみ緑風園の指定管理導入については、11月に利用者家族、12月に職員に説明している。

	職場環境の改善
	〇庁舎、執務環境の改善
・時差出勤に対応した空調の運転。
・空調や配管の故障等、老朽化した庁舎の建替。
・休憩スペースや更衣室の確保、会議スペースや倉庫の確保。
・トイレの洋式化、性的マイノリティに対応などの改善。
・机・椅子の更新。庁内放送設備のノイズなどの改善。
〇各種システム、パソコン等機器について
・庶務事務システム、会計システム、財産管理システム、文書管理システムについては、職員の使い勝手や事務の効率性の観点から検証し、必要な見直し・改善を行うこと。
・特にマニュアルや操作方法を早急に改善すること。
・モバイルパソコンは、画面やキーボードが小さいなど、日常的な業務では支障が多く、モニターを置いた場合作業スペースがなる等の問題点がある。机上で使用するパソコンを配備すること。
〇インターネット等について
・通信速度などの機能を向上させること。
・ファイル交換に係る操作等を改善すること。
・業務上必要なデータを効率的に取得できるよう改善すること。
〇誰もが気持ちよく働くための意識啓発について
・パワハラ、セクハラ研修を強化すること。
・知的障害者、精神障害者の雇用促進を踏まえ、全ての職員に障害について理解を深める研修を行うこと。
	・庁舎の建替え等は、現在の総合管理計画を基に、2021年度までに個別施設計画を作成する。
・モバイルPCは働き方改革で推進を確認している。移動して使用することが前提。ICT部内で検証して導入。ディスプレイも配備している。工夫して使用してもらいたい
・財産管理システムについては、複数の登録が一回でできるよう、システムを見直した。
・窓口時間の導入は県民サービスの内容による。各局で議論いただきたい。消費生活センターやパスポートセンターでは、窓口時間を勤務時間より短く設定していると聞いている。
・本庁においては、冷暖房ともに基準日より早く入れている。残業は個別空調で対応する。
・ハラスメント対策は、これまでも周知・啓発を図ってきた。
・障害についての研修を選択研修として年5回開催している。新採用職員研修及び新任管理職研修で必修としている。

	福利厚生
	現在建設中の新分庁舎内に設置する予定の飲食店については、職員の福利厚生に寄与するものとすること。
	新分庁舎は県民向けのカフェ・レストランだが、職員も利用しやすいものにできないか検討中。

	臨任・非常勤課題
	・法改正の趣旨を踏まえ、臨時的任用職員の賃金・労働条件については、制度・運用ともに常勤職員と同様とすること。
・同一労働同一賃金の観点で、会計年度任用職員の賃金・労働条件は制度・運用とも常勤職員との均等・均衡待遇を確保すること。
・常勤職員と同様に指定年齢健康診断等を実施すること。
	・会計年度任用職員制度が4月から導入される。職員への周知に努める。
・行政補助員として1年目、2年目の人は、本人と所属の意向が合えば引き続き雇用される。

	ノーマライゼーション
	・建設中の新分庁舎について、障害のある職員を含め全ての職員が負担なく職務を遂行できるよう整備すること。
・視覚に障害のある職員への人事評価結果の開示については、本人自らが確認できるよう点訳した書面を手交すること。
・健康診断の点字の報告書を早急に作成し本人に届けること。
・知的障害者や精神障害者の雇用にあたっては、本人の希望、専門家の助言等に基づき、ジョブコーチ等を配置するとともに、本人及び職場からの相談窓口を設置すること。
	・新分庁舎のスペースは十分あると聞いている。
・今年度から知的・精神障害者の雇用を行っているが採用前に本人、人事課、医師でヒアリングを行い、配属先の管理職に伝えている。
・ジョブコーチは画一的な対応ではなく、必要に応じて対応する。
・管理職にはハローワークの研修を受講させた。


新年初笑い！？
2020新春のつどいに参加しよう！
日時：2020年1月31日（金）18時30分～

会場：波止場会館５階多目的ホール
対象：自治労県職労・自治労病院機構労組

・自治労産技総研労組組合員

※参加費無料
※豪華福引景品多数！（今年は特別！）

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































